
－ ４ －

一般行政　62（０） 教育行政　19 
　　　　（０） 

公営企業等　11（２） 

議会　３　　総務　２１　　税務　５
農林　１５　　商工　１　　土木　６
民生　７　　衛生　４
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　給料表の改定については、本年度の人事院勧告に

おいて、行政職の給与改定が見送られたことから、

３年ぶりに給与表の改定はありませんでした。

　なお、特別職の給料報酬についても、職員に準じ

た措置となっています。
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　平成１３年度　改定なし　平成１４年度　引下げ改定

　平成１５年度　引下げ改定

（注）職員手当とは、退職手当を除くすべての手当です。
（注）人件費比率は、前年度の普通会計決算における構成比で

す。
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平成16年度予算（平成16年12月現在） 

給料　3億4,863万7千円 
期末勤勉手当 
1億4,258万円 

職員手当 4,385万円 
 

（参考）昨年の人件費比率 19.8％ 

予算総額　5億3,506万7千円 
　　　　　　　　　　　　＝608万円 
職 員 数　　　　88人 
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１８４，４００円１６０，２００円大学卒
１５４，３００円１３８，８００円高校卒
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４１０，４００円３７４，８００円２９８，０００円大学卒
３９２，２００円３３３，６００円２４８，６００円高校卒

平均経験年数　　２１年２カ月
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４０歳２カ月３２７，５５５円国

（行政職） ０．０％３８１，１１３円
４１歳０カ月３３４，９１７円町　６８名

（一般行政職） ０．０％３６３，７９５円
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同
配偶者　　　　１３，５００円
他扶養　一人につき

５，０００～１１，０００円
扶養手当

同借家　家賃により
　　　　　２７，０００円以内住居手当

異持家　２，５００円

異距離ごとに１，９００～２４，５００円通勤手当

－税務手当　月５００円特勤手当

－課長級　給料の１０％管理職手当

同
�������期末・勤

勉手当の
支給率　 ４．４０月２．３０２．１０平成１６年

４月～
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（注）　一般行政職とは、技能労務職、税務、水道、保育
士、保健師及び教育職を除いた職員です。

（注）　給与は、給料に各種手当を加えた額です。
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５６７，０００５６７，０００６００，０００７６１，０００
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２２８，３００２５１，１００３０５，２００

�������期末手当
支給率　 ３．３０月１．７０１．６０平成１６年４月～
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教育委員会
１９

水　道４（２）
国老保４　
介　護３　

○職員の推移
平成１４年　９０人（△２）
平成１５年　９０人（　０）
平成１６年　９２人（　２）

（注）教育長を含む
（注）（　）は前年比

○平成１２年度定員適正化目標の概略
　これまでの実績と将来の行政需要等を勘案し事務事業の見直し（組織機構改革等）をおこなうと共に、事業
終了時の自動的な定員削減を原則とします。

※　今後の定員管理は、３町合併後に新たな定員適正化目標を定めていくこととなっています。

８級７級６級５級４級３級２級１級���
８９１３１８９６４１職員数　人
11.813.219.126.513.28.85.91.5割　合　％
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